
海外との交流部局紹介

　私が所属する企画課評価係は、国立国会図書館
の活動（サービス・業務）を自己評価する「活動実
績評価」の作成を担当しています。活動実績評価
は、いわゆるPDCAサイクルのCに当たるもので
す。計画（Plan）の下で国立国会図書館が行った
様々な活動（Do）について年度ごとに評価（Check）
し、その結果を次の企画立案や活動の実施に役立
てる（Act）ことを目的としています。自分が作成
した文書によって国立国会図書館が１年間取り組ん
だことの評価が決まってしまうことには大きな責任
を感じる一方で、やりがいも十分です。
　そのような評価を客観的に行うためには、統計
データの収集・管理も欠かせません。評価係では、
国立国会図書館の各種サービスがどの程度利用さ
れているかを原則として月単位で集計し、状況の
把握に努めています。また、統計データでは測れ
ない利用者の声を受け止めるために、利用者アン
ケートも毎年度実施しています。
　以上の業務を行うに当たっては、統計分析につ
いての理解も必要です。この点は、過去に国内留
学（派遣研修）制度を利用して外部機関で経済分
析の手法を学んだ経験が大いに役立っています。

海外留学

図書館及び関係機関との連携

国立国会図書館では、調査部門・図書館部門から若干名の職員を海外の大学院に派遣しています。
最近の留学先としては、ロイヤル・カレッジ・オブ・アート、シカゴ大学、ルクセンブルク大学、
ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン、キングス・カレッジ・ロンドン、ニューヨーク大学等があります。

国立国会図書館は、国際図書館連盟（IFLA）等の国際的な活動への参加を通じて、海外の国立
図書館や関係機関との交流や協力活動を行っています。
業務交流の場での通訳や国際会議でのプレゼン等、語学の堪能な職員が活躍する機会があります。

総務部
組織を円滑に運営するため、文書や法規の管理、広報、国会との調整、国立国会図書館の方針
の企画立案、予算と執行の管理、庁舎や設備の管理、人事厚生の事務、行政・司法各部門の支部
図書館との連絡調整、国際機関との協力等、幅広い業務を担います。

青山 寿敏 企画課主査

Do から Act への橋渡し

松永 しのぶ（電子図書館課主査）写真右

　令和 4（2022）年 9月からの約1年間、英国
ウェールズのアベリストウィス大学院の電子情報及
びメディアマネジメントコースで長期在外研究をし
ました。留学前は関西館電子図書館課で、デジタ
ル化した資料のデータや旧式メディアに格納され
たデータなどをいかに長期的に保存し、利用を保
証していくかという調査研究を担当していました。
業務を通じて、世界的にも課題となっている電子
情報の保存や長期的な利用について、体系的に学
びたいと思ったことが留学の動機でした。
　留学を通じて、国際的な専門家団体が推奨して

いるコースで国際標準や規格、諸外国での事例を
学ぶことができました。また、実習を通じて実際
にデジタルデータの長期保存に使われているシス
テムやソフトウェアを使うこともできました。修士
論文は図書館、ミュージアム、大学等でデジタル
資料をどのように保存しているのかを、方針、方
法、利用手段等を比較する形で執筆しました。修
士論文の執筆を通じて、人的な繋がりも得ること
ができました。
　久しぶりの学生生活は、授業準備やレポート、
実習で忙しい日々でしたが、ウェールズ国立図書
館でのボランティア活動や、英国の納本図書館5
館を訪問したことで、同じ国立図書館や納本図書
館でも英国内で立ち位置やサービスが異なること
を理解することもできました。
　国立国会図書館には、長期留学以外にも短期在
外研究、国内留学、語学研修といった人材育成の
プログラムもあります。こういった機会を通じて成
長できることが、国立国会図書館の魅力の一つだ
と思います。

学生時代の専攻
分子生物学

Career
H23.4 主題情報部科学技術・経済課

（H23.10�利用者サービス部科学技術・
経済課に組織再編）

H23.12 東京電力福島原子力発電所事故調査委
員会事務局職員を兼任

H26.4 調査及び立法考査局経済産業課
（H30.7�副主査）

H30.4 日本経済研究センターへ派遣研修
H31.4 調査及び立法考査局経済産業課（副主査）
R3.4 総務部企画課（副主査、R4.10�評価係長、

R6.7�主査）

出向・人事交流

外部機関での経験により視野を広げ、国立国会図書館での業務に役立てることを目的として、国
や地方公共団体等の諸機関と出向・人事交流を行っています。また、実務研修として、公共図書
館との研修交流も行っています。

〈�主な出向先・実務研修員派遣先�〉
衆議院事務局　衆議院法制局　参議院法制局　会計検査院　文化庁

東京都立図書館　京都府立図書館　大阪府立図書館
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